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(百万円未満切捨て)
１．2022年３月期の連結業績（2021年４月１日～2022年３月31日）

（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期 20,558 41.0 1,004 90.6 976 121.7 848 338.7

2021年３月期 14,584 16.9 527 △42.2 440 △47.8 193 △90.3
(注) 包括利益 2022年３月期 721百万円( 41.0％) 2021年３月期 511百万円(△74.1％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2022年３月期 117.22 － 15.9 6.2 4.9

2021年３月期 26.86 － 4.1 3.2 3.6
(参考) 持分法投資損益 2022年３月期 －百万円 2021年３月期 －百万円

（注）当社は、2021年４月23日付けで普通株式１株につき3,000株の割合で株式分割を行っております。そのため、

１株当たり当期純利益は、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年３月期 18,034 5,755 31.9 793.85

2021年３月期 13,643 4,946 36.3 686.95
(参考)自己資本 2022年３月期 5,755百万円 2021年３月期 4,946百万円

（注）当社は、2021年４月23日付けで普通株式１株につき3,000株の割合で株式分割を行っております。そのため、

１株当たり純資産は、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2022年３月期 217 △2,191 2,706 2,500

2021年３月期 1,210 △334 △476 1,662

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2021年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － －

2022年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － －

2023年３月期(予想) － 0.00 － 0.00 0.00 －

　　



３．2023年３月期の連結業績予想（2022年４月１日～2023年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 20,935 1.8 435 △56.7 219 △77.5 25 △97.0 3.48

※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

　 新規 －社 (社名) 、除外 －社 (社名)
　

　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年３月期 7,250,000株 2021年３月期 7,200,000株

② 期末自己株式数 2022年３月期 －株 2021年３月期 －株

③ 期中平均株式数 2022年３月期 7,238,493株 2021年３月期 7,200,000株
　

（注）当社は、2021年４月23日付けで普通株式１株につき3,000株の割合で株式分割を行っております。そのため、

期末発行済株式数及び期中平均株式数は、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定

しております。

(参考) 個別業績の概要
　2022年３月期の個別業績（2021年４月１日～2022年３月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期 15,281 34.3 845 0.9 845 10.1 564 27.6

2021年３月期 11,374 82.3 838 70.7 768 69.8 442 △47.9

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期 77.96 －

2021年３月期 61.42 －

（注）当社は、2021年４月23日付けで普通株式１株につき3,000株の割合で株式分割を行っております。そのため、

１株当たり当期純利益は、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年３月期 16,293 4,101 25.2 565.67

2021年３月期 11,554 3,499 30.3 485.98

(参考) 自己資本 2022年３月期 4,101百万円 2021年３月期 3,499百万円

（注）当社は、2021年４月23日付けで普通株式１株につき3,000株の割合で株式分割を行っております。そのため、

１株当たり純資産は、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的である

と判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績

予想の前提となる仮定及び業績予想等のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料３ページ「１.経

営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度における世界経済は、先進国を中心に、新型コロナウイルス感染症に対する防疫と経済活動の両

立が進み、物価上昇圧力を受けつつも概ね拡大基調となりました。しかしながら、半導体をはじめ原材料等の供給

不足や物流網の停滞が顕在化し、また、感染力の強い変異株の世界的流行や、ウクライナ情勢の緊迫化をきっかけ

にエネルギー・資源価格が高騰した影響もあり、回復ペースは緩やかなものとなりました。

米国では、個人消費が伸び“withコロナ”の経済活動を下支えしましたが、労働力や原材料等の供給不足、資源

価格高騰等もあり、回復ペースは鈍化しました。中国では、不動産開発会社の信用不安に端を発する金融リスク顕

在化、電力不足による製造業の操業制限、変異株の感染拡大による都市ロックダウン長期化等があり、景況感には

不透明感が残りました。

日本では、“withコロナ”の経済活動が徐々に広がり、回復の兆しも現れましたが、下期には半導体や原材料等

の供給が滞り、またエネルギー・資源価格の高騰、感染力の強い変異株の流行等の影響により、回復基調は緩やか

なものにとどまりました。

車載用LIB（リチウムイオン二次電池）の市場においては、主要各国の電動自動車普及政策に後押しされる形で

パワートレーン電動化の動きが拡大しましたが、下期には世界的な半導体不足や物流網の停滞により大手xEVメー

カーが生産計画を縮小する動きも見られました。

電子部品業界では、米国と中国との貿易取引が停滞しており、大手電子機器メーカーへの影響も見られました

が、米国及び日本では５G通信対応機器の投入が継続し、日本国内では５G通信エリアの拡大が引き続き進められま

した。

銅材料価格（月間平均）は、2021年3月には1Kg当たり1,020円台で推移しておりましたが、2022年3月には1,260

円台にまで上昇しました。

このような情勢のなか、当社グループの販売は、車載電池用銅箔の需要は、上期には堅調に推移しましたが、下

期には大手xEVメーカーによる生産計画縮小の影響を受け、受注数量が減速しました。回路基板用銅箔においては、

米中間の取引停滞による影響が引き続き残り、スマートフォン向けハイエンド製品の需要は減速しました。一方、

米国子会社で生産するミドルエンド製品の需要は、東南アジアの車載用基板向けが堅調に推移し、受注量を伸ばし

ました。

これらの結果、当連結会計年度の生産実績数量（㌧数）は、全品種合計で11,936㌧（前連結会計年度比18.7％

増）、売上高は20,558百万円(同41.0％増)、営業利益は1,004百万円(同90.6％増)、経常利益は976百万円(同121.7

％増)、親会社株主に帰属する当期純利益は848百万円(同338.7％増)となりました。

（２）当期の財政状態の概況

（資産）

当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べ4,390百万円（前連結会計年度末比32.2％）増加

し、18,034百万円となりました。流動資産は主に現金及び預金の増加838百万円、売掛金の増加679百万円、製品の

増加515百万円、仕掛品の増加309百万により2,866百万円(同42.9%)増加し、9,542百万円となりました。固定資産は

主に機械装置及び運搬具の減少452百万円、建設仮勘定の増加1,881百万円、退職給付に係る資産の増加70百万円に

より1,523百万円（同21.9％）増加し、8,491百万円となりました。

(負債）

当連結会計年度末における負債は、前連結会計年度末に比べ3,581百万円（同41.2％）増加し、12,278百万円とな

りました。流動負債は主に買掛金の増加330百万円、短期借入金の増加664百万円、未払金の増加314万円により

1,380百万円(同37.6％）増加し、5,049百万円となりました。固定負債は主に長期借入金の増加2,223百万円、退職

給付に係る負債の減少36百万円により2,201百万円（同43.8％）増加し、7,229百万円となりました。

（純資産）

当連結会計年度末における純資産は、親会社株主に帰属する当期純利益848百万円、為替換算調整勘定の増加151

百万円、退職給付に係る調整累計額の減少278百万円、東京証券取引所マザーズ上場に伴う公募による新株の発行に

より資本金及び資本剰余金がそれぞれ43百万円増加したことにより前連結会計年度末に比べ809百万円（同16.4％）

増加し、5,755百万円となりました。

以上の結果、自己資本比率は31.9％（前連結会計年度末は36.3％）となりました。
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」といいます。）は、前連結会計年度末に比べ838

百万円増加し2,500百万円となりました。当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況とその主な増減要因

は以下のとおりです。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度において営業活動の結果増加した資金は、217百万円となりました（前連結会計年度は1,210百万

円の増加）。これは主に、減価償却費1,274百万円、退職給付に係る資産の増加55百万円、仕入債務の増加293百万

円、棚卸資産の増加1,122百万円、法人税等の支払195百万円があったことによるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度において投資活動の結果減少した資金は、2,191百万円となりました（前連結会計年度は334百万

円の減少）。これは主に、有形固定資産の取得による支出2,178百万円があったことによるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度において財務活動の結果増加した資金は2,706百万円となりました（前連結会計年度は476百万円

の減少）。これは主に、短期借入金の純増額662百万円、長期借入れによる収入2,953百万円、長期借入金の返済に

よる支出958百万円があったことによるものです。

（４）今後の見通し

今後の見通しにつきましては、ウクライナ情勢の緊迫化をきっかけに、銅材料・エネルギー・資材価格が高騰し

ており、また日米の金利差に起因する急速な円安の進行もあり、不透明な状況にあります。

電解銅箔業界におきましても、半導体等を始めとする部材の供給不足に起因する大手xEVメーカーの生産調整が

継続しており、さらに米中間の取引停滞長期化等による電子機器メーカーの生産減、エネルギー価格高騰に伴う電

力料金や各種資材価格の高騰等の要因により、収益環境は一層厳しさを増すと予想されます。

これらの状況のもと、当社グループの2023年３月期連結売上高は20,935百万円（前連結会計年度比1.8％増）、

その前提となる生産数量（㌧数）は10,728㌧、銅材料価格は1,200円/Kgと見込んでおります。各段階利益は、コス

ト合理化により約２億円の収支改善を見込む一方、電力価格上昇による製造原価の増加約４億円、主要顧客の生産

調整継続・販売減による営業利益の減少約３億円、製品値下げに伴う営業利益の減少約２億円等により、営業利益

は435百万円（同56.7％減）、経常利益は219百万円（同77.5％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は25百万円

（同97.0％減）を見込んでおります。

なお、上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績

は様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。今後、業績予想の修正の必要が生じた場合

には、速やかにお知らせいたします。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループでは、連結財務諸表作成時の会計基準には日本基準を適用しております。当社では、この会計基準

により作成された連結財務諸表は、当社グループの財政状態、経営成績等を適切に表示しているものと判断してお

り、当面は、日本基準により連結財務諸表を作成する方針です。

今後将来において、国際会計基準等、従来とは異なる会計基準を選択することについては、今後の当社グループ

における事業展開のグローバル化等の状況を踏まえつつ、現行の日本基準を適用する場合との差異等を総合的に勘

案したうえで、適用可能性について検討を進めて行く方針です。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,662,196 2,500,768

売掛金 2,482,219 3,161,612

製品 753,855 1,269,727

仕掛品 951,358 1,260,657

原材料及び貯蔵品 423,886 844,290

その他 402,188 505,610

流動資産合計 6,675,703 9,542,665

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,472,553 1,471,378

機械装置及び運搬具（純額） 4,127,516 3,674,909

土地 687,470 694,361

リース資産（純額） 276,638 244,764

建設仮勘定 134,183 2,015,752

その他（純額） 158,771 164,686

有形固定資産合計 6,857,133 8,265,853

無形固定資産 33,123 33,834

投資その他の資産

繰延税金資産 77,239 72,279

退職給付に係る資産 － 70,910

その他 78 48,649

投資その他の資産合計 77,317 191,838

固定資産合計 6,967,574 8,491,526

資産合計 13,643,278 18,034,191
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,478,990 1,809,957

短期借入金 135,238 800,000

１年内返済予定の長期借入金 958,760 958,760

リース債務 31,812 20,734

未払法人税等 114,259 186,400

契約負債 － 352

賞与引当金 152,334 148,970

役員賞与引当金 17,636 16,012

その他 779,888 1,107,865

流動負債合計 3,668,920 5,049,052

固定負債

長期借入金 4,607,940 6,831,320

リース債務 276,863 256,129

繰延税金負債 24,437 4,026

退職給付に係る負債 36,391 －

その他 82,698 138,230

固定負債合計 5,028,331 7,229,705

負債合計 8,697,251 12,278,758

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 143,937

資本剰余金 2,300,000 2,343,937

利益剰余金 2,243,086 3,091,573

株主資本合計 4,643,086 5,579,448

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 － 151,883

退職給付に係る調整累計額 302,940 24,101

その他の包括利益累計額合計 302,940 175,984

純資産合計 4,946,026 5,755,433

負債純資産合計 13,643,278 18,034,191
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

売上高 14,584,575 20,558,286

売上原価 12,863,035 18,527,694

売上総利益 1,721,540 2,030,592

販売費及び一般管理費 1,194,497 1,025,957

営業利益 527,042 1,004,634

営業外収益

受取利息 45 35

屑売却収入 22,001 28,097

受取保険金 4,439 7,427

為替差益 6,559 45,522

通貨スワップ評価益 － 16,187

その他 5,292 869

営業外収益合計 38,338 98,140

営業外費用

支払利息 62,595 77,744

電子記録債権売却損 11,914 14,924

上場関連費用 － 8,450

支払手数料 22,000 9,710

通貨スワップ評価損 16,187 －

その他 12,305 15,765

営業外費用合計 125,002 126,595

経常利益 440,379 976,179

特別利益

退職給付制度移行益 53,059 －

補助金収入 131,664 137,303

受取和解金 40,562 －

その他 18,870 －

特別利益合計 244,156 137,303

特別損失

固定資産除売却損 139,491 48,886

減損損失 － 3,858

臨時損失 184,762 －

その他 9,356 －

特別損失合計 333,610 52,745

税金等調整前当期純利益 350,925 1,060,737

法人税、住民税及び事業税 162,308 228,404

法人税等調整額 △4,790 △16,153

法人税等合計 157,517 212,250

当期純利益 193,407 848,487

親会社株主に帰属する当期純利益 193,407 848,487
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当期純利益 193,407 848,487

その他の包括利益

繰延ヘッジ損益 15,420 －

為替換算調整勘定 － 151,883

退職給付に係る調整額 302,940 △278,839

その他の包括利益合計 318,360 △126,955

包括利益 511,768 721,531

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 511,768 721,531
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（３）連結株主資本等変動計算書

　前連結会計年度(自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

(単位：千円)

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金

株主資本合

計

繰延ヘッジ

損益

退職給付に

係る調整累

計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 100,000 2,300,000 2,049,678 4,449,678 △15,420 － △15,420 4,434,258

当期変動額

親会社株主に帰属す

る当期純利益
193,407 193,407 193,407

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

15,420 302,940 318,360 318,360

当期変動額合計 － － 193,407 193,407 15,420 302,940 318,360 511,768

当期末残高 100,000 2,300,000 2,243,086 4,643,086 － 302,940 302,940 4,946,026

　当連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

(単位：千円)

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金

株主資本合

計

為替換算調

整勘定

退職給付に

係る調整累

計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 100,000 2,300,000 2,243,086 4,643,086 － 302,940 302,940 4,946,026

当期変動額

新株の発行 43,937 43,937 87,875 87,875

親会社株主に帰属す

る当期純利益
848,487 848,487 848,487

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

151,883 △278,839 △126,955 △126,955

当期変動額合計 43,937 43,937 848,487 936,362 151,883 △278,839 △126,955 809,406

当期末残高 143,937 2,343,937 3,091,573 5,579,448 151,883 24,101 175,984 5,755,433
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 350,925 1,060,737

減価償却費 1,382,594 1,274,229

減損損失 － 3,858

補助金収入 △131,664 △137,303

受取和解金 △40,562 －

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,630 △3,831

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 3,246 △2,085

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 165,309 △55,518

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △280,211 △36,946

退職給付費用 － △307,564

受取利息 △45 △35

支払利息 62,595 77,744

支払手数料 22,000 9,710

固定資産除売却損益（△は益） 23,323 10,622

売上債権の増減額（△は増加） △178,528 △538,388

棚卸資産の増減額（△は増加） △449,066 △1,122,730

仕入債務の増減額（△は減少） 281,519 293,769

未収入金の増減額（△は増加） △51,212 △80,880

未払又は未収消費税等の増減額 △21,249 △65,459

その他 104,704 △45,468

小計 1,246,307 334,459

利息の受取額 45 35

利息の支払額 △64,630 △58,649

補助金の受取額 131,664 137,303

和解金の受取額 40,562 －

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △143,185 △195,415

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,210,764 217,733

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △770,045 △2,178,873

無形固定資産の取得による支出 △18,392 △11,867

子会社株式の取得価格修正による収入 442,408 －

その他 11,276 △1,112

投資活動によるキャッシュ・フロー △334,752 △2,191,853
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 129,607 662,696

長期借入れによる収入 2,000,000 2,953,586

長期借入金の返済による支出 △2,530,200 △958,760

株式の発行による収入 － 86,726

リース債務の返済による支出 △53,628 △31,812

その他 △22,000 △6,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △476,220 2,706,437

現金及び現金同等物に係る換算差額 8,576 106,255

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 408,367 838,572

現金及び現金同等物の期首残高 1,253,829 1,662,196

現金及び現金同等物の期末残高 1,662,196 2,500,768
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(会計方針の変更)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービ

スと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年3月26日）第98項に定め

る代替的な取扱いを適用し、製品の国内の販売において、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの

期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首

の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当連結会計年度の損益に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高への影響もありま

せん。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」に表示していた

「その他」は、当連結会計年度より「契約負債」及び「その他」に含めて表示しております。ただし、収益認識会

計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により組替えを行って

おりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基

準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計

方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、連結財務諸表に与える影響はありません。

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

　 当社グループの事業は、電解銅箔製造事業の単一セグメントであるため記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

１株当たり純資産額 686.95円 793.85円

１株当たり当期純利益 26.86円 117.22円

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　 ２. 当社は、2021年４月23日付けで普通株式１株につき3,000株の割合で株式分割を行っております。そのため、

１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益は、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定

して算定しております。

３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 193,407 848,487

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
　当期純利益(千円)

193,407 848,487

普通株式の期中平均株式数(株) 7,200,000 7,238,493
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４．その他

（１）役員の異動

１. 代表取締役の異動

該当事項はありません。

２. その他役員の異動

　 （2022年６月29日付）

　 ・退任予定取締役

　 現 取締役CFO 山本 洋一

　


